














（別添１） 

 

令和  年  月  日 

 

 

  環境省大臣官房会計課長 殿  

 

 

                 所   在   地 

                                  商号又は名称  

                                  代表者役職・氏名                

 

 

令和５年度メディア等を活用した熱中症に関する普及啓発業務に係る 

企画書等の提出について     

 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 なお、企画書等の提出に当たり、暴力団排除に関する誓約事項に誓約します。 

 

１ 企画書 

 

２ 経費内訳書 

 

３ 会社概要等 

 

 

 

 

 

 

 

(担当者等連絡先) 

所 属 部 署： 

責任者氏名： 

担当者氏名： 

T E L： 

E - m a i l： 

 

 



（別添２） 

 

令和５年度メディア等を活用した熱中症に関する普及啓発業務の企画書審査の手順 

 

１ 企画書等審査委員会による審査 

  環境保健部内に設置する「令和５年度メディア等を活用した熱中症に関する普及啓発

業務に関する企画書等審査委員会」（委員は下記のとおり。以下「企画書等審査委員会」

という。）において、提出された企画書等の内容について、審査を行う。  

 

企画書審査委員会の構成 

 

   委 員 長   大臣官房環境保健部環境保健企画管理課長         

      委  員    大臣官房環境保健部環境安全課長                 

          大臣官房環境保健部環境安全課熱中症対策調整官   

              大臣官房環境保健部環境安全課課長補佐        

              大臣官房環境保健部環境安全課環境専門調査員    

   

＊委員長及び委員は、出席が困難な場合は、同じ課（室）の者を代理として出席させる

ことができる。 

 

２ 企画書等の審査方法 

（１）「令和５年度メディア等を活用した熱中症に関する普及啓発業務に係る企画書等審

査基準及び採点表」（別添３）に基づき、各委員ごとに採点する。 

    【採点基準】                ５点満点 １０点満点 １５点満点 ２０点満点 

      ・秀                   ５点   ×２    ×３    ×４ 

   ・優                      ４点 

      ・良                   ３点 

   ・準良          ２点 

     ・可           １点 

      ・不可                ０点 

（２）（１）の採点結果の平均点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 

（３）平均点が同点の場合、次の基準で契約候補者を選定する。 

    ① 「秀」の数が多い者を契約候補者とする。 

    ② 「秀」の数が同数の場合は、「優」の数が多い者を契約候補者とする。 

    ③  「優」の数も同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 

    ④  「良」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 

 

３ 契約委員会による契約候補者の確定 

    企画書審査委員会は、選定した契約候補者名及び審査経過を大臣官房会計課長へ報告

し、同会計課長を委員長とする契約委員会において契約候補者を確定する。 



（別添３） 

令和５年度メディア等を活用した熱中症に関する普及啓発業務に係る企画書等審査基準及び採点

表 

             

企画書 
作成項目 

審査項目 審査基準 
配点 採点 

 小計  

業務に対する理解度 
（別紙様式Ａ） 

熱中症対策等に対する理解度 業務内容に対する専門的知見の有無と理解度について

評価する。 
5 5 

 
 

業務実施方法等の 
提案 
（別紙様式Ｂ） 

 

 

 

 

 

仕様書（骨子）２．（１） 熱中症に関するコンテンツの作成業務実施に当たり、

熱中症及び熱中症予防行動に関する知識がない方に対

して、出演者想定を含め分かりやすく伝えるための工

夫をしているか。また提案理由は論理的か。時節を捉

えた訴求方法、既存メディアや集客力のある民間イベ

ントとのタイアップ、SNSの活用等について、具体的な

提案をしているか。また、提案理由は論理的か。 

20 

 

40 
 

 

 

 

仕様書（骨子）２．（２） 

メディアを活用した発信の検討・実施について、主に

高齢者を対象にした情報発信として具体的かつ効果的

な提案をしているか。また、提案理由は論理的か。 

20 

 
 

業務実施フロー 
（別紙様式Ｃ） 

業務遂行の確実性 

 

業務が無理なく実施できるかどうかについて評価す

る。 
15 

 

15 
 

 

 

 

業務実施体制 

（別紙様式Ｄ－１,２） 
 

配置予定の管理技術者の経歴、手

持ち業務等 

事業統括者に関して、本事業実施に関係する知見・能

力及び国民向けの普及啓発コンテンツ作成等の業務経

験が十分であるか。 

また、効果的に事業を実施するため、熱中症対策に関

するコンテンツ作成の知見・経験を有する複数の者が

担当者として確保されているか。 

5 

 

10 

 

 

 

 

 

業務の内容ごとの業務従事者の

配置、役割分担等 

業務体制について、役割や責任を明確化し、責任者の

能力及び実働人員の確保、実際に動かしていくための

現実的な体制が示されているかを評価する。 

5 

 
 

 

業務実績 
（別紙様式Ｅ） 

過去５年間における政府の施策

に関する動画作成、普及啓発業務

の実績 

左記業務実績が１件以上あれば可（２点）とし、以降

は件数や業務概要に応じて加点する。 

 

10 

 

10 
 

 

 

 

見積価格・積算内訳 

（経費内訳書） 
提案内容に対する価格の妥当性 5 10 

 
 

積算内訳の妥当性 5 
 

組織の環境マネジメン

トシステム認証取得等

の状況 

（別紙様式Ｆ） 

事業者の経営における主たる事業所（以下「本社等」という。）での ISO14001、エコアク

ション 21、エコステージ、地方公共団体による認証制度等の第三者による環境マネジメン

トシステム認証取得の有無。ただし、企画書提出時点において認証期間中であること。 

又は現在は認証期間中でないが過去に第三者による環境マネジメントシステム認証を受

けたことがあり、現在は本社等において自社等による環境マネジメントシステムを設置、

運営等していること。 

5 

 

 

 5 
 

 

 

組織のワーク･ライフ･

バランス等の推進に関

する認定等取得状況 
（別紙様式Ｇ） 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）、

次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）、青少年の雇用の促進等に関す

る法律（以下「若者雇用推進法」という。）に基づく認定等（プラチナえるぼし認定、え

るぼし認定、プラチナくるみん認定、くるみん認定、トライくるみん認定、ユースエール

5 

 

 5 
 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

認定等）の有無。ただし、企画書提出時点において認定期間中であること。 
※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が高い区分により加点を行うものとする。 
※内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相当する

各認定等に準じて加点する。 
 
○女性活躍推進法に基づく認定等（プラチナえるぼし認定・えるぼし認定等） 
・プラチナえるぼし（※1） 5点 

・えるぼし 3 段階目（※2） 4点 

・えるぼし 2 段階目（※2） 3点 

・えるぼし 1 段階目（※2） 2点 

・行動計画（※3）      1点 

※1 女性活躍推進法(令和 2 年 6月 1 日施行)第 12 条に基づく認定 

※2 女性活躍推進法第 9条に基づく認定  

なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 

※3 常時雇用する労働者の数が 100 人以下の事業主に限る（計画期間が満了していない

行動計画を策定している場合のみ）。 
 
○次世代法に基づく認定（プラチナくるみん認定・くるみん認定・トライくるみん認定） 
・プラチナくるみん認定    4点 
・くるみん認定（新基準※4）  3点 

・くるみん認定（旧基準※5） 2点 

・トライくるみん認定     2点 
※4 新くるみん認定（改正後認定基準（令和 4年 4月 1 日施行）により認定） 

※5 旧くるみん認定（改正前認定基準又は改正省令附則第 2 条第 5 項の経過措置により

認定） 

 
○若者雇用推進法に基づく認定（ユースエール認定）        4 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計 100 
 

 
注）1．企画書等において、提出者の外部協力者へ再委任又は共同実施の提案を行う場合、業務 
  における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委任等してはならず、 
  そのような企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。 
  2．積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格の１／２以上である場合は、不適 
  切として、選定対象としないことがある。 
 
【採点基準】 
            5点満点の場合 10点満点の場合 15点満点の場合 20点満点の場合 
・秀             5点 
・優                 4点 
・良                         3点          ×2        ×3        ×4 
・準良                       2点 
・可                         1点 
・不可                       0点 


